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北海道漁業の経済構造に関する研究

第1報北海道漁業の寅態

村 岡 夏 雄 〈水産経営学数量n

STUDIES ON THE ECONOMIC STRUCTURE OF FISHERIES IN HOKKAIDO. 

(1) ON THE PRESENT CONDITIuN OF FISHERIES 'IN HOKKAIDO. 

Natuo MURAOKA 

ぐFacultyof Fisheries， Hokkaido Univcrsity) 

In discussing ahout fishery， wc mus色observe 色iurclatioll to capitalism 且 Japau.

is…what par色hasthe fishing iudustry plaYed in ()ur capitalistic development and consequen-
tly， what part the developmellt of the fishing iudustry has had. 
On these two standpoints， weaJ;"e going to study the ecollomic structure of fishcry ill Hokkaido. 

Inぬis‘treatise，we are trying tοcatch prcsent statc of fishery in Hokkaido as a funda. 
meutal preliminary conditiou for this study. 

Now the characteristics which wc fiud iu the coastal fishery are as follows: 

1) The gr品 terpar色ofit is coastal fishery aud the productive power i'3 e:x:trcmely smal1; 

therefore色hosewho are enl!aged in 色musthave othcr occupations. 

2) According to its labour system， we find that there are far more employees than emp-
loyers， and their wages show that-tha mauagement of fisherv has 1l0t developped much and 
it is inaeed in precapital;stic cOllditiOlJ. 

3) Owing to those conditious， the ljfc of a fishermal1 is hard and miscrable， al1d tlie 
illcreases of ta:x: and the fact that he must borrow fuuds of merchant at very high il1tercst， 
has no色onlymade his cconomic life hard and pressed but greatly hilldered the accumulatioll 

of capital irivested ill al1 fisheries. 

緒 号d.
H阿

我闘世岸漁条t1:関する世会通念は、決の諸表現で代表されるようである。「生産力の低位性」

建的制度の残存Jr非資本主義的Jr漁民の困窮」等k。とう云った問題が、何も今日始まった事で
なく、以前から続いて来たものであり、市も我闘資本主義の発展と共に、主主々著しくなって来た事は

事実である。然らぽ.何故に、かくの如き吠態にあるのだらうかa先づ吾々の問題は、此の疑問から

出発する。そして此の疑問に対して、出来る限り正しい説明を与える事、即ち科学的な解答を与える

事、それが吾々に課せられた当面の問題である。何故ならば、苦'A'の窮極の目的が、漁業の正しい発

展、漁民の困窮からの解放、と云う事にあるにせよ、との疑問に対して正しい説明を与え得ないなら
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、異の意味の正しい対策は生れる筈がなく、之に反して、正しい説明が与えられ Lぽ、そこには自

ら正しい対策も生れて来ょうからである。

これら疑問に対し、科学的に正しい説明を与えんが為には、吾k は、漁業の問題の軍士会的態史的必

然性を明かにせかばならないο蓋し、漁業のもっとれらの問題は、すべて祉会的歴硯的現象に他なら

主主いからである。

こLに吾々は、漁業を我閣の資本主義との謂嚇I乙於て観察L;なければならぬ事の必要性を痛感する。

ち、漁業が非資本主義的外国として、我i込資本主義の発展に対して如何たる役割を果して来たか、

現に如何に果しつ Lあるか、 E又、そう云った役割を果す事によって、漁業自体の内に如何なる変化

が必然であるか、此の二つの問題を明かにしなければならない。 ζLに於て、始めて、漁業の持つ経

薄造D特質h;iEしく理解されるのである。とう云った理解の仕方は、我閣に於て農業の問題に関

しては、以前から瞳分と採P上げられ、研究も活溌に行はれて来た。所が.漁業に於ては殆ど採り上

げられなかったのである。云うまでも無く、漁業が農業同様に、非資本主義的外因として資本主義に

牽仕した役割は大きなものであった。今日に於ても、その関係は極めて密接‘である。然し、漁業と農

業とは、.そD様謹上多くの類似性を有するにしても、その性質は同じものではたいο漁業は、農業と

は遠ワた意味に於て多くの問題を提出して居る。

とのような理解の仕方で吾々は漁議問題を採り上げる。そしてその対象を差し当り、北海道漁業に

した。北海道に於ける漁業は、!日幕.院拓、明治時代を通じて、永い問、北海道産業の大宗とし

て存在して来た3 北海道開拓の歴史は漁業史に始まって居る。それだけに、北海道漁業が、明治前牟

の我園資本主義に於ける原始的蓄積強行鋲に於て、そして又、産業資本確立の後に於ても資本主義に

対して果した役割は極めて大たるものがあった。北海道に於ては、賓本主義が、漁業を最大最有力の

足場として、その地位を国めて来たのである。との為に北海道漁業には、今日に於て尚、吾々の研究

すぷき対象としての好材料が存分に存して居るのである。北溶道漁業の日本賓本主義との関聯i士、取

Pも直さす宮、日本漁業の日本資本主義との関聯である。日本漁業の有力なー賓として、北海道漁業を

吾kは差し当り問題にする。

此の分析に立入るに先立って、現実の北海道漁議が、如何なる姿に於て存立して居るか、その特質

が如何に折出されてるかを、吾々が一応表面的にも明かにして置く事は、以上の問題分析のためむ基

本的前提依件として必要であらう。本稿に於て、者kは、具体的危数字によれその実態を認識する

事に努めたく息う。

最後に.本研究の構成は女の如くである。本稿に於て、北海道漁業の実態を知札攻撃に於て本研

賓の中心点、即ち、資本主義との関聯に於て、歴史的発展的に、本道漁業を分析する。資本の蓄積の

為t亡、本道漁菜が如何なる方法で、如何にその役割を果して来、 E現に果しつ Lあるか、そして、そ

のたbに、漁通達自体がどんな変{じを受け現在に及んだのか、それによって、現段滑に於ける本道漁業

庁む構造に対し、明確な規定を与えたく思う。従って本稿は、その序章に相当するものであり、決宣言以

川下は、次補に於て論ぜられるであらう。

E 遭漁業経替の形態

以下、主として北海道水産部編、「水産経済実相報告」第1輯(昭和25年入及び北海道水産議会編

F::ft海道沿岸漁業統計資料」、(昭和25年J等によ P分析を行う。
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ぐり経営の朕態

本遺漁業の経営体の専業費食業別を、具体的に数字について見ると次の第1衰の如くである。

第 1表専業粂業別経営体数表〈昭和23年度)1) 

A水産業を経営
ナる世帯

B水産業労働者
世 帯

水産業を経営
Cし且労働に雇
傭されるもの

D会社その他
固体

計

|事業経営|第一種|第二種|
(対比率) 1.象業経営 1.鍛業経営|

9，785(349百 17，278 1，695 

4，0:"0(3:3.2% 5，469 2，721 

1，782(16.8%) 7，462 1，298 

265(66.5%) 99 34 

15，912(30.5%) 30，303 5，748 
L.__ 

計

28，758 

12，270 

10，542 

398 

51，968 

即ち約 5，2000桂営体の中、世帯が

その経営の車位になってる世帯経営は

51，570世帯 (99.5%)で、ヌド遣に於て

は、漁業経営は殆ど全部世帯経営であ

り、会枇その他団体の経営は僅か 0.5

%に過をたい。次に専業粂業別に於て

は、 (A)(水産業を経営する世帯〉では

専業比率が34%、(C)(水産業を経営

し、且水産労働に雇傭せられる世帯)

が 16.8%、(D)(会世その他C団体)

では 66.5ガと云う数字である。ぐD)に於ては専業比率が高く、他は低い。 (B)ぐ水産労働者世帯〉

を一応、世帯経営較から除外すれぽ、全体に於ける専業比率は30.5%となり、極めて低〈全閣漁業に

於けるそれ、 34.5%を更に下廻る鞍字である。かくぐD)を除けぽ専業の比率は低〈、極めて粂業的

性格が強い。と Lに於て (B)は純労働者世帯であP、(C)も雰細な宇プロ的1:;.水産業者であるとと

は云うまで、もない。結局、漁業を専業として純粋に自家経営を行う世帯は、 52，000世帯中僅か、 9，785

世帯 (19~b弱〉に過ぎないの?ある。

(2) 従事する漁業の種類

とれら世帯が、如何なる漁業に4従事して、その経営を行ってるかを見ると、次の第2衰の如くであ
る。

第 2表漁業}jlj農業厳及び経営費〈昭和23年度〉

1""，..." 1_.......，.1卒均従事者|
漁業名称|漁具別|芳業数|自家|雇傭|経 営 費

錬漁業|定置I1，360! 31却~ω1，06ι慨悶
7，221 

1，293 

916 

957 

1，157 

1，781 

128 

314 

1，157 

3 

2 

3 

3 

2 

14 

6-9 

13 

9 

8 

155，5∞同

184，700悶

6，824，仰O悶

1，402，000悶

525，000岡

1，220，000回

942，000同

170，500悶

743，000同
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昭和23年度の本道漁業着言葉較は82，9

02で、漁業経営者数39，698、経営体軟

から見れぽぐ水産業労働者世帯数を除

外〉ー経営休平均 2.1種類の漁業に従

事して居る事になる。とれらの漁業の

中、比較的沖合的漁業と見倣される捜

船底曳網漁業、小型手操棋等を除くし

他は総て純沿岸性漁業である。

即ち漁業経営体鞍中 98%までは純沿

岸漁業であり、 ζの中で比較的多額の

費本を要すると見られる漁業は、鯨、組

鮭等D定置漁業、その他動力舶漁業の

一部であって、他は総て零細な経営で

ある。即ち着業較から見れぽ、その92

ガが、零細沼岸漁業である。との資本



計

刺繍 1， 

業|定置 830! 

定置 339 

25，595 

23， 

I 82， 

2 

2 

1-3 

比率

的漁業と、零細漁業とを区別して、両

20 I 35，53，∞0向 者の規模をその生産面から眺めれば次

18 I 21，02，∞0悶 の第3表に示す如き鞍字が得られる。
/ I 45，000同 経営体教に於て、 8%の資本的漁業た

る機舶底曳網、 Ij、型手操網、各種定置

等が全体の漁獲高の 49.51ガを、残P

が鯨刺網、イカ鈎、昆布採取業等によ

り代表される92%を占める所の零細沼岸漁業により漁獲され

るのである。とれは如何に零細沿岸漁業の生産性が低いかを

証するものである。

(3) 漁船から見た本道漁業

次に漁船の面から見た道漁柔は第4表に於て示される。動

5.68必 力船@比率は12%と云う僅少さであり、動力舶一隻当りの苧

均噸教は1.85噸、との中、最多数を点めるものは5噸以上10

噸未満のもので、動力船中55%を占める。 100噸以上のもの

1∞M は1U鞍隻を教えるにすぎない。一方、無動力舶は一隻当り卒
均噸数1.16噸で全体rD88%を占め、噸教に於て略k50ガを

〈昭和20年度〉

合計

57，053 

10， D050 

占める。更にー経営体当

TrD卒均所有隻教は1.43

C隻〉、噸教に於ては無動

力舶のみでは1.40隻(噸〉

動力舶を加えても2.7(噸)

に過ぎない。

以上の教える所は、漁

船に於ても遁漁業が沿岸

であると云う事である。此の点は、日本漁業全体のそれよりも著しいと云はなければならない。

日本漁業全体について云えぽ、動力舶比率23%、無動力舶の占める割合が隻数で16%、噸較で1(・%と

う数字を示して居るからである。

(4) 漁業労働より見た遁漁業経営

漁業従事者及び労働形態から、遁の漁業を見る場合に注目さるべき事は、以上述べた括岸零統性に

拘らす宮、被傭労働に依存する度合が比較的に大きいと云う事である。とれはーに本道漁業の自然的

技術的特性が然らしめるものであって、f9lJえば、鯨漁業の如き一時的多獲性、帆立漁業の如き高度

必要性ーと云う特性に由来する。鯨刺網の如き、自家労働を中心にした零細経営にあってさへ

獲最盛期に於ては、最少1乃至2名の雇傭労働に依らたければ、遁当た経営は営まれないのである

雇傭労働の紋態を代表的漁業の鯨漁業、その他について見る。

一(I20}ー



第 5表雇傭労働者数〉 鯨漁業に於ては、雇傭労働が 61.5%を占めるが

|自家労働|雇傭労働|一経営善卒均此の漁業中、刺網漁業は、自家労働を中心とする
雇傭数

線漁業 26，971 
(313.5%) 

鋭漁業 2，9:W 
(23.4%) 

鎖:鱒漁業 1，e2fi 

帆立漁業
(Hl.l%) 
1，5[;ヲ

計
C25.3993 6〈
33，2 

4:{，053 定量
(()1.5%) 刺締
9，597 
〈705.H1966〉

び35.99954〉
4， 
(7ι.7693 6〉
OG，7 

25 
“ 。

20 

18 

営で、その平均雇傭者数1-2名と云う鞍字を考

に入れ Lぽ、定置漁業の雇傭労働構成E容は遁か

まる。然し此の種漁業が、かく雇傭労働に多く

し、且比較的多額の資本を有する事からじて、

自体内部の発展段階の高度性を云えするは早計で

る。査しその経営組織に於けるそれは、未だ所調

ヌフアグチヤー的漁業の域を脆するものでは重量もないからである。

例えぽ、経営組織を鯨定置に例をとって一瞥するならば.その労働の組織と形態は戎の如きもの

ある。一般に経営は、船頭 1名、下船頭 1，船頭手伝 1，礎舶係 2，起し船頭 1，漁夫14，雑夫 4，

炊事婦 1，計25名で行ばれる。此の他に、経営主は、海睦取締、帳場等の如き監督、事務を行う。居

傭されるのは前記25名である。而して、その漁拐作業は、その技術性からして、すべて翠純な協業的

手労働である.此の労働に於ては、名漁夫の熟練度、技伺は殆ど問題にならつれ作業は極めて箪純化

Eされ、人聞の労働はー仰の機誠的役割を果すに過ぎなくなって居る。然し.此の場合.舶頭乃至は、

一、二、の役付きのぎの労働には、一般漁夫@労働以外の特殊性がある。国ち‘舶顕には魚群襲来め

際の判断処置等の如を一定の熟締した技術が要求されるのマある。此の技術は、永年の永続的訓練C

結果、始めて脅得されうるものであり、更に、彼には、経営主の命令伝達、漁夫の監管の如き労働が

附加される。従って、と Lに船頭と経営主との関係は、縁故関係、或いは永年の縦続勤務と云った事

が略々必然的にならざるを得~.身分隷属的、封建的関係を生起するのである。更に舶頭と苧漁夫と

の関係は、その特殊な協系的作業によ P、家主主的労働朕態を呈し、著しく身分的主従的関係にならざザ

るを得ゴ炉、永年勤続的なものとなる。

此の事情は、後遺する如く、漁夫の出身地がOl年‘青森、秩回と云った一定地域に限定されてる事

実から見る時、裏附けられる事である。とれら、雇傭労~.者の出身地は第 6 表により示されるQ

9) 第 6表ぐA)によれば、雇傭労鍛者数は、地元が全体の
第 6表 (A)主要漁業労働者出身地別教

(昭和23年度〉

鯨、師、鮭潟、帆立漁業

|地元l道内|遣外|
男 120，0741 

女 8，8761 3，78F 

計 I2R，9501 20，15日
(43別♀銘与

計

52，912 

13，792 

G6，764 

43%を占め、最高道内3¥'%、道外27ガと云う比率を示す。

道外に於ける供給地は、例年青森が圧倒的に多く、紋回、

岩手等東北の単作農村、或いは漁村出身が多く.次いで石

川l、宮山県等の北陸地方で、とれ等は、往官・より毎年選出

して居る県である。此の事は前述した経営主と舶頭との身

分関係、船頭と卒漁夫の関係を併せ考える時首肯出来・る。

何故ならば、 -jif(:に漁夫の雇傭安約は、経営主が船頭に一

任するのを例として賠るからである O
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第6表 (B).遣外労働者県別供給欣況10)

言十

13，169 

1，ら主9

以上の事実は、これら季節的労

働の市場が.未だ遭内、地元と云

った狭い地域に限定されてる事、

遣外に於ける市場も、青森、秩田

等の特定地域に限定されて、決し

て広汎なものではなく、これら地

1，629 域は、腰奥的、組続的1<:以上の狭

1，284 い諸地域に限定されて居るのであ

17，631 って、従って、その労働市場関係

は、未だ低い発展段階にあるもの

考えざるを得たい。即ち、此の事は、更にこれら漁業D構造的
発展段階を示す一証左たり得るので

(5) 賃銀給与休系から見た道漁業

?漁業労働に於て、見越し得ざるー要素はそD賃銀体系である
。遣に於ける雇傭労働者の賃銀給与体

系は如何。凡そ、漁業に於ける賃銀形態程、複雑たものは他
に例を見ないのであって、聞も、それは

めて旧い形態に於て存在する。先づ自昔、漁業に例をとって見ょ
う。定置漁業に於ける賃銀は二種に分

来る。部ち.給料制と歩方制ぐ歩合制〉・である。前者は固定
給を給するもの、之には多〈の場合

一金と称せられる奨励金的のものが給せられるのが普通である
。九一金とは、 i日債であって、

を経営主、雇傭者間に於て、一定の割合で分配するのを云う。
歩合の一種であって、往昔は、

9割、残り 1割を雇傭者に遁カ日支給した。名称はとれに由来
する。現在に於ては.此の割合

、区々であるが、広〈行はれてる。殺って給料制にあっては
、純粋の固定給制は少く、此の九一金

加味した固定給制で、固定、歩合の両者併用制と見るべきで
あらう。国定給は、ー漁期間 (3月

旬から 5月〉を単位として鉱閉給として支携はれる。市して
給料は、その幾割かが前貸されるのが

普通である。放費或いは仕度金、越年準備金としてぐ雇傭契
約は正月前に締結される〉一部分、乃至

低金都が前貸されるのである。現在に於て、実際に前貸がど
の程度行はれてゐるかについて、正確な

資料無く.許ーにし得ないが、筆者の調夜した所では衣の如き
結果を得た.刺網漁について調べた所で

あるが、留萌地方で、一漁拡間12，000円から19，000円の給料に
対し.その前貸の扶態は、 26名の調査

員中、前借しない者は4名、 1，000円~丸山0円、 6名、 2，1;(;('円
_5，tOO円、 14名、 5，Ol)()円以上2名

(昭和25年春調査〉であった。大休往路の放費程度は、大At
の者が前借するようである。市して、此

給料制の場合、漁期聞の食料、諸手当等は経営主が負却する。

歩方制は、詳しくは共同歩方と称せられ、名目は経営主と被
傭者の共同管理ε云う事になって居る

が、彼傭者に翼の意味の共同管理者としての報酬が慣らされ
る訳では無い。即ちその内容は漁獲高を

一定の分配率に於て.、両者聞に分配するのであるが.、との分
配率は経営主の一方的意志で決定され、

も経営主が独占する。市して此の分配は、例えば、総71<揚高
を一定割合で分配するも

の、或いは、漁獲高から沖揚金、枠曳料金等諸経費を控除し
たものを分配するもの、或いは、最低補

ーを給するもの。分配率も、経営主7に対し鹿傭若丸或いは
7.5対 2.5、6対4と云った風に地域的

区々である、雇傭者聞に於ける分配割合は、階層に主り寧が
呉る。例えぽ、船頭は2人分、下舵頭

.5人分、起舶頭1.2人分、卒務l夫 1人分と云った割合である。

さて、此の両者が如何なる割合で行はれるかと云うと、正確
には判断し得ないが、定置では、最近

は、歩方制が支配的のようである。例えぽ、筆者が調査した範
囲で、は留勝、地毛、鬼鹿、苫前地方は

一(I22)ー



定置ではすべて歩方制をと P、刺網では、給料制であった。之に反し、利尻、乱文の如をは、両
者共に給料制をとって居る。昭和9年の例を tれば、給料制が全体の78%を肖め、殆ど前賃制であっ

た11九

一般に、漁獲の不安定な地方に於ては、歩方制度が殆ど支配的であり(例えば留商、増毛地方λ

F対に例年確実に、豊漁に恵まれる地方では、定置でも、固定給が支配的のようである〈例えぽ、

就文地方〉。此の間の事情は前越の昭和 9&f:当時と現在の比較に於て.鯨漁が、漸次北漸の傾向にあ

り、当時D豊漁地帯が‘現今に於て必市しも豊漁地帯ではないという事実が、給与体系に変還を与え

たと考うべきであれ同時に、経営の危険負担を慮傭者に、転擁せんとする経営者の意志を露骨に表

.示するものとして興味深い。兎もあれ、この種、給与制度が前近代的なものであるは云うまーでもな

し、。

ヨたに他の一例として、本道に於て、最も費本構成の高いと見倣される、機舶底曳網漁業について眺

めようP

此の種漁業の労働が、鯨漁等に於ける雇傭労働と異なるJ点、は、その経営が李節的経営でなく年間経

営故、その雇傭賞働も常備強働者により行はれてる点にある。従って、休業期聞に於ても、色々の型

はあるが、一定の賃銀により雇傭されてる。

賃銀形態は、歩合制だけのもの、歩合及び国定給を併用したものとのこ種である。而して、両者併

用制が、その殆E全部で、歩合制のみのものは極く僅かに過ぎない。歩合制の場合は、絵、水揚高から

氷代、函代、諸手数料を差引いた残額を舶主7割 6分、船員2割 6分の寧で分配ナる。更に船員聞に

於ける分配は、船長によって、船長2人前、機関長1.8人前、水夫長、油差、船員1.0人前と云う率

で分配されるのである。

か〈の如〈歩合制にあっては、鯨漁の場合と同様、名目は共同管理的であるが、賃銀協定の取決め

は、殆どすべて船主ぐ企業者〉によ P決定されて居り、更に漁掛作業の性質からして、その主体部分

は機械化されてるとは云え、矢張り、協業的手労働が行はれ、その家族的労働僚件に加えて、身分隷

属的関係を生み出さざるを得ないのである。

回定給、歩合併用制にあっては戎の如ぎ形体をとる。即ち、一定の給料C他に歩合が加味~れ、そ

の歩合は次の如~割合で行はれる。即ち、歩合金をある一定の水揚額以上の場合支給するものよ水揚

如何によら歩支給するもの、此の二種である。例えば、室蘭に於ては「毎月55万円以上の超過額の

1割5分」、小縛では「水揚高5:1万円以上の場合は6分とし、 5万円を増す毎に、 1分を加算し、

75万円以」ニの場合には、その 1割とするJのであてコて、此の場合、 71<.揚高は総水揚高から、商代、氷

代、手数料等を差引いたものにたって屠る。或いは、此の他に喫励金が支給される場合もあp‘とれ

は一定の漁獲高以上の場合に支給されるの・である。かく、内容は種々であるが、此の両者併用制が支

配的で、総巴て純粋の固定給のみと云うのは存在しないm。

以上、本道漁業の賃銀体系を鯨漁業と機船底曳網漁業について見たのであるが、比較的、資本的近

代的経営体たる後者にあっても翫遮のまuま欣態であるo凡そ、歩合制が、前近代的賃銀形態であるの

は、今夏云うまでも無く、とれら事実によ!l.*"遭漁業生産機構の、未だ著しく立遅れ、近代的経営

組織として確立されて屈ない事が首宵されるであらう。
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m 漁家の経梼

(1) 漁業経営費及び牧入

各種代表的漁業の牧入主、経営費を分析する。代表的漁業とし
て、便宜上、四種を書室ぷ。即ち、資

として、鯨定置、零細沿岸漁業の代表的一例として、鯨刺網及r
>イカ鈎漁業、毘

である。その航態は第7表に示される。

第7表漁業別経営費及"($牧入 13)

〈昭和23年度〉

(Jl位向〉

昆布採取

94，434 

45，082 

49，351 

総枚入は、鯨定置で 123万円、刺

網20万円、イカ鈎19万円、昆布採取

9万円であるが、この牧入を得る為

には莫大な経費を要してJ量るのであ

る。結局差引所得として、 1魚家の所

得は鯨定置で17万円(総所得に対すー

る比率は13.8%)、刺網4万5千円

ぐ22.9%)、イカ釣5千円(2.7% 

〉、昆布 4 万 9千円 (52.2~のであ

10，737 る。此の経営費門訳に於て重要な地

4，100 位を占めるものは、各漁業を通じて

19，1>98 労賃費であるo とれは云うまでもな

90 <、本選漁業の特性たる雇傭労働依

2，431 

5，250 

存度の高度性を示すものである。ヨた

いで、全般を通じて、漁舶、漁具。

如き生産手段の補修費、釦却費等の

2，875 比重が大きいo とれら、固定資本へ

しい事は、鞍時中よりの老朽資材が更新され?に使用されて来
た事にもよるであらうが、 i

工業生産物の価格が、水産物価格より高価である事を物語るo
燃料費は、その漁揖性質上、イカ動漁

業に於τ犬であるのは当然であるが、 1l!Z漁業に於ては殆.l!重要性が無い。漁業料は、漁業権行使の議

ρ費用、賃貸料、入漁料等であるが、とれは鯨定置以外は、その比重は僅少であ
る。たど、 ζLに教

には出て居ないが、鯨刺網漁業、昆布採取業等に於ける干場料
の問題は注意さるべきであらう。鯨

の如き一時的多獲性のものは、加工の媒介が絶対的に必要であ
P、昆布など、乾燥を切離してはその

採取は無意味である如く、干場D有つ意義は極めて大きい。所
が、全道子場中863ぢは賃貸されて居っ

て、この賃貸の対象の大部分は、鯨刺網業者や、昆布採取業者
の如き零細貧窮の家族的経営者である@

そしてその賃貸料は地方により臭るが、地方的には、ー坪当り
17.5円と云う高価なものもありぐ例.

留萌地方〉、とれが、零細経営体にとり、経営上非常に大きた
比重を占め、重荷になってる事は否め

ないのである。とれによって更に漁家の経済が歪められ、旧態的
t.r、封建的関係を強制されて居る事

も事実主主のである子}

差引所得段、定置を別として、他の三つの零細沿芹漁業の卒均
所得 3，300n円強は、決して多い鞍字

ではない。勿論、此の種、漁業一種だけで、生計を樹て Lる訳
ではたいが〈例えぽ、鯨刺網の場合、

留i抗地方の例をとれば、年問、漁業総牧入の中、 60.%強を占めるも Zが
少くなく、その他、小女子、

戸ー( I24)ー



カジカ、昆布、蝶等による牧入が残Pを占めて居る入 Eうしても漁業以外の乗業牧入に槙らざる
を得ないのである。

との四種漁業中、昆布採取業が一番採算性が高いが、之は経営費に於て、漁船、漁具等の周定費本

部分への資本校下が殆E必要とされない著書に起因するものである。総じて、生産額に対する所得構成

2容は短めて低位であるkまはねぽf.I:らないでおらう。

此の事段、本道に於ける農業の生産額に対する所得構成率在比較埼照する事により、更に探〈認識

されるであらお即ち第8表札その閣の消息を示す。

第 8表鶏ヰ於ける良水産業の 生産額に対する嶋容が、水産業開て川4形、農業、何・

〈昭和23~存度】(単位千周〉ES} 74ガで、農業よりも相当に低いo 此の現象は、云うまでもなく

業
水産業が農業以上の経営費を要し、工芸誕生産物との鋲紋差価格l水産業)農

生産額!却，2川知71
現象が、農業よりも、更に著しいものなる事を示ナ。即ち、農

3W042業以上に資本主義の牧奪を受ける事甚だしをを物語札それだ
25，633お けに、経済変動に際しては、農業以上C著しい影響を受けざる
63・74% を得守、その経営@弾力性はよ P脆弱であると云はかばならな

! 千田
所得主将I10，23!，aWI 
生盛額κ対ナ: 千凶
る所:得率 50.ω%

一世帯当所得( 196
1 143 いであらう o

fF何 千回 o 

C昭和23年北海道企iIl~置民所得顔釜結果) (2) 漁家の経済

漁業の経営効丸、以土建へ・たような朕態にあると云う事は、漁家の家計が、主として漁業経営に依存

しているものである以上‘非常に窮迫したものたる事は想像出来る。且そC生活が、漁業以外の牧入

にEうしても輯らざるを得ない事は当蛇で、余業漁家悪夢多の現象は此白証左でもある。然らtJ:"，とれ

ら漁家は如何なる穀業に従事し、如何に1除入を得てるかと云うと・統計の抱るぺtきもの無〈、現段階

に於ては之を分析し得ないが、筆者白調査した一例により、遣問の事情を推論しよう。留疎地方の或

る一部落では・鯨刺網漁を主業とする漁家15戸中、全戸数が余業に額って居る。そ¢種別段戎の如〈

である。漁業労働者として手操漁業に雇傭される戸数5戸、澱続ヱ場へ出稼する戸数8戸、麹工場自

営1戸、その他家旗の一員乃至はこ員が勤労者として生活する戸数10戸であり、その内訳は、子供が

運輸業に、鉄工場職ヱ、弟が組合職員として・娘、組合職員、公務、等々と去った欣態で農業は・ 8

戸が、藤茶筒給程度の耕作i:行って居る。とれらの粂業・郎ち漁業以外から得られる賃銀乃至は牧入

が漁業牧入の20%から5りがをカグアーして居るのであって、とれのみをみても・*遭零航漁家D牧入

が、非漁業的牧入により相当部分補売されて廃り、とれ無くしては漁家経済の維持が著しく困縦であ

る事が或る程度まで推し量られよう。

戎にその家計を見る。

ヲたの第9表は定置漁業、許可漁業、専用漁業経営者に分類した平均生計費で・大雑把主主鞍字であるが'
大体は把握出来ょう。

〈註:本遣に於ける併可漁業は、主主なものは、機船底奥細書量業、小型宇操調理、ィヵ釣〈勤カ舶にkるもの〉、宗

谷支庁に於ける錬刺繍害容であ人事用漁業に屑ナ晶玉主なものは、錬刺網漁業・昆布毒事藻類採取漁業であるο〉
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漁家家計費(昭和23年度〉向 とむ鞍字で段、許可漁業が最も恵まれて居

今、定置之に吹ぎ、専用漁業が最低である。

いづれも食費の金生活費に占める割合が60泌

を前後し、特に専用漁業に於ては80ガを超え

る。之は理輪生計費に侠つまーでも無く、との

種、零細穂家の経済が、如何に最低生活tc押

し下げられてるかを示す。文化厚生費は食後

比率とは会〈逝比例をなし.許可漁業は兎も

;(1)年間生計費

H3，000 
く31.28.9百〉
21，7加
く13.3:3%)
11，200 
(il.37%) 
175，!'lOO同

3 角とするも、専用漁業に至つては、文化的生

4 活なるものからは.凡そ縁遠いものと云はね

ばならない。
② 厚生費には教育餐、娯柴重量、衛生費、被服重量
4事唱と合む。

次に漁家の租税負担の般態を第10表に示し

た。③、その他め諸経費は、焚際費、冠婚葬祭費等を

合む.

漁業

苛漁業

用漁業

総

第1u表漁家諸挽負担額く昭和23年度)17)

剰

〈娘役同〉

余

]29，000 

76，600 

17，000 

委主に於ける税負担段、金所得の53.1%の多きに上る。とれは、との漁業中 101i万円以上白高

、40名程存在する結果である。許可漁業に於て 18.2%、専用漁業にあって 14.2%の負担

、両者の所得を比較する時.専用漁業に於て著しく、更に、.元来、増設の結果ーが、-高額所得者に

てよ Pも、低額所得者に対して土り著しい負担を与えるもむなる事をも併せ考える時、専用漁業

る此の負担率は、非常な重荷と云ほかぽなるまい。とまれ、との税負拘.額と、年間生計費の残

、貯蓄その他の形に於て、漁業経営費金として幾分かは蓄積される訳であるが、然し、前述した

藩業資金に比較すれば、余りにも僅少にすぎたいのであって、女年度1<:於ける着業資金の

~すべては借入れに依らざるを得ないのである。然し、漁家にとてDての此の着業費金に対する絶対

も、漁業生産が、よ挫の如く、生産性低く且不安定極まPたいものであり、更に漁家経済がか

した赦態にある以上.安全を標扮する金調陸機関から云えぽ、決して有数需要では有歩得ないo

i に漁家の経済は、資金額遣の商からも更に歪められて行く。部ち、第11週をはそ@事情を物語る。

比較的、資本的漁議たる機船底皮網、定置、等に於て

は‘その企業の採算性、漁家経揖@富裕、漁獲む安定

性等.信用基礎大なる所から、銀行と@結び付きが顕

著である.之に反し、経営規槙零細た、貧窮沿岸漁家

にあうてはも銀行よりの借入れは、僅か15ガにすぎや

50% Oυ%は、個人金融に頼らざるを得ない・しかもその金
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百

利は、月利1割乃至1割5分の高利であり、批の高Z容の金利が、漁業牧益を甚だしく阻害し、

済に著しい影響を友t~し‘で居る事は想像 fC難くないのである。明治初期以、来本道漁業界を風躍し
所謂、仕込制度が、今何残存し、或いは倍旧の勢で復活せんとする気配にあるを察知し得るのであ

漁業生産部門に於ける、かLる前期的商業資本、高利貨資本の広汎な存在は、漁業生産機構の

性、零細性の別な表現に他ならないo とれら、漁家の金融機関とのつながりを、更に.不況時

るそれについて眺めて見ょう。例えぽ、昭和6年の数字は、決の第12去の如くであった。

第12表昭和6年に於ける漁家負債則 昭和6年に於ては、遺漁家一戸当りの負債額は、
及び借入先

2，吋 のが59%を教える。此の数字は、定置漁業、
負 債 総 叡

すべてを包含した全道全漁家のそれであるか色、
借入先銀 fi 32% 漁家だけの比率を考えれば、此の粉、字は更に上回る

信用組合
99五 のと見なげれぽたらない。即ち、不況時に於て段、と漁業組合 236万回

倒入金融 1，674万悶‘ 59% れら高利貸資本の跳梁は更に蟻烈なるを見る。

漁家1戸当負債額 098同| と.UC於て、所謂仕込制度が如何なる機構に於て零

組、漁家を牧奪ナる制度であるかを知る事は強

ではあるまいo此の制度は.開拓以前から行はれ来たった漁業資金融通のー制度で、資金供給者

般に函舘、 ij、得、根室等の海産商、或いは、大漁場主が多かった。普通は担保を提供させて融通する

のであるが、担保品のない零細漁業者の場合には共の如ぎ方法をとる。即ち育問賓買の

行はれるのであって、漁期に先立ち、需要者、供給者は、その漁場に於ける漁期間

を協定し、相場が成立ナると、供給者は需要者D信用危考案して、所調、「差し金」と称して.

相場の一定割合に於て割引を行い、賓金を貸与するのであるo例えぽ、昨錯しJr7分差しJ5割
?称せられるのはこれで、協定相場の5割、 7割を貸与するのである。弁済方法は、牧獲齢し金4
2割であるのを問はで炉、すべて協定相場の金額を支挽うべき事を契豹し、同時に矛l序は普通貨借ーに於

げる利子を撞か上回る高率の下t亡、之を別途に支線ばねばならたいのであるグ〉

かくの如き、前期的商条賓本、高利貸費本は、務業生産者を棋底から支配し、その漁業生涯をも自

己の手中州める日p、その放にも、漁業自体に於ける資本蓄積は著しく阻害され、その発展時
滞的ならざるを得たい。

結 語

以上、簡単にではあるが、本道漁業の実態を明かにし得た。吾々が知P得た事、それは、
(1)木造峨ては、榊漁業が、圧倒的支配的で、その経営の規模は、制略皆'が犬部付占め、

漁業生産に於ける生産性が極めて低位停滞的であり、それだけに、その経営は著しい会奏楽的性格を帯

びざるを得ないと云う事。

(2)労働形態から見て、雇傭労働に依存する度が高いにも拘ら歩、労働組織、賃銀形態等によ P表

現される如く、経営の発展段階は、決して高度のものではなく.前近代的で、封建的制度が多分に残

存して居ると云う事。

(8)漁家主コ経済は、以上の諸現象tc照広して窮迫し、漁民は困窮した経済生活に沈倫せざるを得ヂ、

更に粗税負却の加重と v 前期的商義資本によるI炊ヨまとは、漁民の経済生活を圧迫してるだけでなく'."

漁業全体の資本の蓄積をも著しく阻害して居ると云う事。
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る。

以上の如き本道漁業の現欣を認識して、幸等々は、とれらの問題の原因が、奈辺にあるかの、更に群

野い分析に入らねぽならない。勿論、以上により、木造漁業の現欣が、審に剰す所なく分析された叡

なく、まだ明かにしなければならない部面が幾多あるであらう。然し、普Aの期したpJT段、緒論

した‘吾舟の当面白課題に対する.飽くまで準備的基本的僚件としての現朕認識であった。従

された多〈の問題は、本格的分析の温程tc於て逐次分析されるであらう。

最後に.本研究課題は、故山本l政民氏が文部省科学研究費により上記題名の下t亡、研績の意図を有

て居られたもので、不幸にして研究端緒に於て他界された。筆者の研究は、山本氏の研究課題をそ

.継承したものである。
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